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地方中枢・中核都市圏を利用した工場進出

ートヨタ自動車九州側を事例に－
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おわりに

はじめに

戦後日本の工業の地方分散は， 1950年代後半

から70年代の初めまでの高度経済成長期におけ

る大都市圏での慢性的な労働力不足，設備拡大

のための用地不足などを背景に始まり， 2度の

オイル・ショック後の低成長期には， IC工場な

どの労働集約的な工場が地方圏に進出した。こ

のような工場の地方分散は，地方圏での製造業

関連の就業機会を増加させ，労働者が定着する

一要因となった。しかし，地方圏に進出した工

場の多くは，生産機能に特化する量産工場が多

く，それ自体技術的な競争優位をもっているわ

けではない。特に，近年の発展途上国の低賃金

労働力を指向した工場の海外進出によって，低

賃金労働力の利用を目的とした工場の場合，海
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外の工場との競争に敗れ閉鎖される危険性を有

している。

もっとも地方圏に進出した工場の中には，国

内工場の中でも設立時期が遅かったため，設備

が新しく生産性が高い工場もある。特に，地方

圏のヒト，モノ，カネ，情報の流れの結節点で

ある地方中枢・中核都市圏（1）を利用した工場の

場合，国内工場のスクラップの過程で，圏内の

新たな生産拠点となり，残存する可能性がある。

そこで，本稿では，国内の新たな生産拠点のー

っとして，福岡県鞍手郡宮田町のトヨタ自動車

九州側をとりあげる。トヨタ自動車九州側の宮

田町への進出の背景を検討することで，地方中

枢・中核都市圏が工場の進出に果たす役割につ

いて検討する。この分析によって，地方圏にお

いて地方中枢・中核都市圏が，新たなモノづく

りの拠点を提供していることが明らかになる。

第 1章工業の地方分散の二つの

パターン

第 1節地方圏の都市近郊の工業化と農村の工

業化

日本における工業の地方分散については，企

業の事業所間の機能の違いに着目した，いわゆ

る「企業の地理学Jといわれる分析視角からの

研究蓄積がある。

友津和夫（友津， 1999）は，地方圏における

都市近郊地域の工業化と農村地域の工業化の過

程を， D.マッシィー（Massey,1995）の分析視

角を援用して分析した。まず，農村地域の工業
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化の過程としてとりあげたのは，中・南九州地

域と熊本県の天草地域である。これらの地域の

工業は，農村の豊富な低賃金労働力獲得のため

の半導体産業，衣服産業がほとんどであった。

つまり，農村地域の工業化は，生産工程の一部

だけを担う工場の進出によって行われており，

このような工業化は，地元の雇用機会の増大に

はつながったものの，工場の管理部門などは域

外にあるため，域外からの意志決定に従うとい

う問題点をはらんでいた。また，友津は，もう

一つの地方分散のケースとして，地方中枢都市

圏の近郊地域の工業化の過程を分析している。

分析対象としたのは，広島都市圏の郊外にある

東広島市である。東広島市には，広島市にあっ

た自動車工業の拡大の受付皿として自動車関連

工場や，関西資本の電気機器工業の工場が進出

した。その結果，地域外からの工業労働者の流

入もみられるようになり，若年男子は大企業，

主婦パートは中小企業というように企業の規模

による特徴がみられるようになった。

友津の研究は，工業の地方分散のうち，農村

地域の工業化の過程における特徴，つまり「部

分工程型」工場（2）の進出を明らかにした。しか

し，地方中枢都市圏の近郊地域の工業化の過程

については，地方中枢都市圏の影響を十分に検

討できていない。そこで，本稿では地方中枢都

市圏の近郊地域の工業化の事例として福岡県の

宮田町を取り上げ，地方中枢都市圏の近郊地域

の工業化におげる地方中枢都市圏の影響につい

て分析する。その前に，九州地域における工業

の地方分散の影響についてみるために，工場の

立地動向について概観する。

第2節九州の工場立地件数の動向

図1-1は，全国と九州の工場の立地動向を

みたものである。九州7県の工場立地件数が，全

国の工場立地件数に占める比率は， 1970年から

1997年の聞に 2度上昇している。最初は，第 1

次オイルショック後の1975年であり，これは全

国の立地件数が1970年の4884件から1975年に

1,487件と約3分の lに落ちたのに対し，九州 7

県の立地件数の減少幅が少なかったためであ

る。 2度目は，バブル経済の最中の1990年であ

り，全国の立地件数が伸びている中で九州の占

める比率が伸びた結果である。その後，パブ、ル

経済が崩壊した1993年以降，工場立地は全国的

に低調であるが，全国に占める九州の比率は，

15.5%から15.9%と微増状態が続いている。こ

の九州の工場立地件数を業種別にみると，図

1-2のようになる。ここでは，工場の業種を

図 1-1 工場立地件数の推移と九州が全国に占める比率の推移（1970年～1997年）
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（出所） 通商産業省「工場立地動向調査結果集計表」より筆者作成。
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図1-2 九州における工場立地件数の業種別構成の推移（1970年～1997年）
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（注） ここでは，工場の業種を 5つに分けている。①地方資源型工場…食料品，繊維，木材，パルプ紙，窯業土石。②雑

貨型工場…衣服，家具，プラスチック，ゴム，出版印刷，皮革，その他の製造業。③基礎素材型工場…化学，石油石

炭，鉄鋼，非鉄金属。④加工組立型工場…金属製品，一般機械，電気機械，輸送用機械，精密機械，武器。⑤電気，

ガス，熱供給。

（出所） 通商産業省「工場立地動向調査結果集計表」より筆者作成。

①地方資源型工場，②雑貨型工場，③基礎素材

型工場，④加工組立型工場，⑤電気，ガス，熱

供給の五つに分けた（九これらの業種別の比率

をみると，三つの時期に分かれる。第1期は，

1970年から1980年までの時期で，地方資源型工

場の比率が高い時期であり，最も高い時には立

地した工場の半分を占めていた。第2期は，1985

年から1990年までの時期であり，加工組立型工

場の比率が高くなっており，全体の40%を占め

るに至っている。第3期は， 1995年以降の時期

であり，再び地方資源型工場の比率が高くなっ

ている。これは加工組立型工場の海外への立地

の影響がある。しかし， 1970年に比べると，九

州に立地する加工組立型工場の比率が増加して

いることがわかる。このように，従来九州にお

いては，加工組立型工場の少なさが指摘されて

いたが，徐々に増加していることがわかる。

次に， トヨタ自動車九州側という加工組立型

工場が進出した福岡県宮田町の分析に移ること

にする。

第2章地方圏の都市近郊の工業化

一福岡県鞍手郡宮田町の場合一

第 l節宮田町における工場進出の状況

(1) 宮田町の位置

福岡県鞍手郡宮田町は，福岡県の北東部に位

置し，地方中枢・中核都市圏の一つである福岡

都市圏，北九州都市圏の中間にあたるo人口は，

1999年には約2万4千人（自治省『住民基本台

帳人口要覧j）おり，貝島炭砿があった旧産炭

地域である。宮田町の場合，産炭地域振興臨時

措置法，農村地域工業等導入法などの地域指定

を受けており，事業税の 3ヶ年の免除などの税

制上の優遇措置がある。同町には，図 2-1に

あるように， 1999年時点で10ヶ所の工業団地が

ある。同町が誘致した工場は，表 2-1にある

ように， 16工場（1999年）あり，桐野B工業団

地にある福岡東芝エレクトロニクス鮒，宮田団

地有木地区にあるトヨタ自動車九州併すなどがあ

る。特に， 1992年末に操業を開始したトヨタ自

動車九州側の同町への進出は，北部九州地域に

新たな自動車関連産業の集積を促進する契機と

なった。トヨタ自動車九州側の進出を契機に，
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誘致企業名

空研冷機関

側円大製作所

東京エナメル側九州工場

日進クリエ｝ト側宮田工場

九州福助メリヤス側

開タニコーテック九州工場

真空理化器機鰯

東洋コルク側九州工場

福岡東芝エレクトロニクス鮒

側ナショナルマリンプラスチック福岡工場

近畿建材側

日本ボデーパーツ工業側西日本支社

新西工業側宮田工場

トヨタ自動車九州側

側ホームワイド

福岡県農業協同組合連合会食品加工センタ』

経済論究第 106 号

図2-1 宮田町の工業団地（1999年）
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ーー町境

一一国道・県道

①咲原工業団地

②桐野A工業団地

③桐野B工業団地

④徳丸工業団地

⑤四郎丸工業団地

⑥壱了間工業団地

⑦飯之倉工業団地

⑧宮田団地有木地区

⑨万ノ浦工業団地

、
( 

鞍手町

1: 50，αJO 

十

⑩宮田団地若宮地区 0 1αJO 2αJO 3000 4αJOm 

（出所） 宮田町『第2次宮田町総合計画.］， 1989年，および，

宮田町『誘致企業の概況.］， 1999年より筆者作成。

表 2-1 宮田町誘致企業一覧（1999年）

立地場所 製造品目 本社 資本金（百万円） 設立膿）年

咲原工業団地 空調用工業冷却塔 福岡市 30 1963 

桐野A工業団地 スチール家具製造 大阪市 10 1969 

桐野A工業団地 焼付看板，カーゴ台車 東京都 23 1969 

桐野A工業団地 セメント二次製品製造，販売，施工 福岡市 29 1970 

桐野A工業団地 繊維製品製造 宮田町 20 1970 

四郎丸工業団地 業務用厨房機器製造 福井県 50 1976 

徳丸工業団地 真空器機製造，販売サービス 福岡市 10 1977 

壱丁目工業団地 発砲スチロール製品製造 広島市 12 1984 

桐野B工業団地 半導体製品製造 宮田町 1,000 1985 

飯之倉工業団地 発砲スチロ｝ル製品製造 東京都 32 1986 

桐野B工業団地 金属製建具製造 福岡市 20 1989 

宮田団地有木地区 自動車ボディ材料用品卸 大阪市 128 1990 

宮田団地有木地区 金属製品製造，水栓金具研磨 北九州市 30 1990 

宮田団地有木地区 自動車製造 宮田町 45,000 1992 

宮団地区有木地区 家庭用品，住宅設備機器，建材加工 大分市 2,517 1993 

万ノ浦工業団地 生鮮野菜，総菜 福岡市 1,241 1997 

（出所） 宮田町資料より筆者作成。

従業員数（人） 新規採用者数（人・1999年度）
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2020 110 

88 不明

202 4 



地方中枢・中核都市圏を利用した工場進出 -51-

表 2-2 トヨタ自動車九州側の動向（1992年～1999年）

年 月 生産・販売・人員動向 年月 生産・販売・人員動向

1992.12.22 トヨタ九州宮田工場の生産開始 1996.1 「 セダンの不人気

1993.1 2 ｜モデルチェンジ3年半→販売不振

2 3 一」

3 4 「操業体制を 1直剣に

4 5 ｜秋のモデルチェンジを控え，他工場への応援派遣を解消

5 6 _J 

6 7 

7 連続2直体制に必要な要員200名確保 8 

8 9 「マーク IIJ,rチェイサー」のフルモデルチェンジ

9 稼働率100%前後

10 連続2直体制スタート（年産20万台体制の確立） 10 「「マーク IIjと「チェイサー」の販売好調

「マーク IIJの販売の伸び悩み→年産15万台 11 ｜→フル操業

「マーク II」の全面移管完了 12 一」

11 1997 .1 元町工場と田原工場に各50人派遣

12 「 1日あたりの生産ペースが600台から500台に 2 愛知県のアイシン精機の工場火災→4日間約3000台の生産停止

1994.1 一」 3 消費税引き上げ前駆げ込み需要

2 「月産l万2千台を割り込む 4 

3 一」 5 「ウィンダムJの国内向仇北米向け生産開始

4 「チェイサー」の生産開始（月産1千台） 450台／ 1日 6 

5 7 停滞を続ける園内販売市場の影響

6 1日500台生産 8 

7 1日520台生産生産上向き 9 

8 1日532台生産 10 

9 「マーク IIJのマイナーチェンジ 1日575台生産 11 
日野自動車工業とトヨタ車体にそれぞれ50名ずつ 3ヶ月間派遣 12 新型RV車「ハリアー」の生産開始

10 「「マーク IIJの販売伸び悩み 1998.1 「 フル稼働状態が続く
11 ー」 2 
12 3 一」

1995.1 阪神大震災の影響→部品の輸送困難 2日分780台生産停止 4 「「ハリアー」の欧州・北米向けの輸出が好調
2 5 
3 6 一」

4 7 「 「ハリアー」の北米向けの輸出が好調
5 8 ｜工場稼働率8～9割
6 9 」「チェイサーJのマイナーチェンジ
7 「 「マーク II」の販売不振 10 「「チェイサー」の生産が減少
8 ｜ 「チェイサー」の生産量も伸びない 11 ｜北米向け輸出が伸び悩み
9 」 稼働率5割程度 12 _J 

10 「 「マーク II」の販売不振 1999 .1 「「ハリアー」の北米市場で販売台数が伸びている
11 ｜ 「チェイサー」は関東自動車と 2社で分担生産 2 ｜→フル稼働状態
12 」稼働率5割程度 3 一」

4 「 「ハリアー」堅調，「チェイサー」，「ウィンダムJ

5 ｜ といったセダン車が伸び悩み

6 一」

（出所） 九州経済調査協会『九州経済調査協会月報』，各号，関連資料より筆者作成。

部品メーカーなどの自動車関連企業が九州地域

に進出し，九州全域に200社近い自動車関連企業

が立地した（高木直人， 1993,pp.25-29) 0 今後

も，大分県中津市にダイハツが工場進出を予定

しており， 2000年の 4月には，宮田町に隣接す

る若宮町にトヨタ自動車系のプレス部品メー

カーの豊田鉄工の子会社である「トヨテツ九件U

が操業を開始する（『日本経済新聞』，

1999.11.23）.など北部九州地域に新たな自動車

関連産業の集積が始まっている。

(2) トヨタ自動車九州側の進出

トヨタ自動車九州側は，資本金450億円のトヨ

タ自動車側100%出資の子会社であるo 従業員

は，1999年4月時点、で社員2,007名（うち女性168

名），嘱託，パート13名の計2,020名であり，平

均年齢は33.2歳と若い企業である。自動車製造

の季節的な変動調整に必要となる季節工は直接

雇用していないものの，工程の一部を委託する

生産委託では最大500名程が働いている。工場は

組立工場であり， 1999年時点で年産20万台の生
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トヨタ自動車九州側の生産台数の推移（1993年～1999年）図2-2
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九州経済調査協会『九州経済調査協会月報J，各号，関連資料より筆者作成。

場の影響を受け，生産台数がなかなか伸びな

かった。そのような中， 1997年12月には新型RV

車「ハリアーjの生産を開始した。年が明げた

1998年から「ハリアー」の北米向け輸出が好調

で，工場はフル稼働の状態になった。「ハリアー」

の好調な北米向け輸出に支えられ， トヨタ自動

車九州側は， 1998年には過去最高の黒字を計上

した。

トヨタ自動車九州側の宮田工場

は，図 2-2のように組立車種を増加させる形

で工場の稼働率を維持し， 1997年末に生産を開

始した「ハリアーJの北米向け輸出が好調なこ

とで高稼働率を維持しているo 宮田工場では，

1999年の 1月から 9月までの間で生産された車

の半数以上が「ハリアーjである。

このように，

トヨタ自動車九州側の進出が宮田町に与

えた影響

(3) 

次に， トヨタ自動車九州側の宮田工場の操業

開始が宮田町に与えた影響についてみる。

タ自動車九州側の宮田工場の操業開始が宮田町

に与えた影響を，町の歳入の変化と人口の動向

の二つからみる。まず，宮田町の歳入の変化に

ついてみると，宮田工場の操業が開始されるこ

とで，宮田町には町民税，固定資産税が納入さ

トヨ

産能力がある。表2-2にあるように，設立当

初，組立車種は「マーク II」のみであり， 1993

年10月に年産20万台体制が確立した。しかし，

「マーク IIJの全面移管が完了したものの，

「マーク IIJの販売が伸び悩んだため，生産台

数は月産 1万から 1万2千台で推移した。そこ

で，「チェイサー」の組立を月産1千台をめどに

1994年4月に開始した。さらに，同年9月には

「マーク II」のマイナーチェンジを行い，多少

の生産の増加がみられたものの，生産台数が増

加しないため，同月から 3ヶ月間，日野自動車

工業とトヨタ車体にそれぞれ50名ずつ応援派遣

をおこなった。その後もセダン車の不人気と組

立車種がモデルの末期にあたることから販売不

振が続き，工場の稼働率は 5割程度まで落ち，

連続2直制の操業体制を 1直制にするなどの対

策をとった。しかし， 1996年9月には，「マーク

IIJ，「チェイサーJのフルモデルチェンジを千子

い，両車種の販売が好調に転じたことで，工場

の稼働率も100%前後のフル操業の状態になっ

た。さらに，消費税率アップ前の駆け込み需要

もあり，工場のフル操業の状態が続いた。その

駆け込み需要が一段落した1997年5月には，新

たに「ウインダムjの園内向げ，北米向けの生

産が開始された。しかし，停滞を続ける圏内市

（出所）
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数億円単位の固定資産税が納税されていた。そ

して， 1995年度には， トヨタ自動車九州（槻が前

年度の決算で初めて黒字を計上したため，法人

市町村民税の法人税割の部分が納税された。そ

の結果， 1995年度の宮田町の町民税収は，前年

度の約2倍の伸びとなった。もっとも， 1995年

度は納付システム上， 1995年度の町民税収には

1996年度の法人市町村民税の約半分が前納され

ており，単年度の約1.5倍の法人市町村民税が納

税されている。より正確に1994年度と1996年度

とを比較しても，1994年度の町民税収約7.3億円

は， 1996年度では約12.1億円と約1.7倍の伸びを

示しており， トヨタ自動車九州側の宮田工場の

操業によって，富田町の税収入が増加したこと

がみてとれる。さらに， 1996年度からは，固定

資産税の免除期間が終了し， 1995年度に約9.9億

円だ、った固定資産税収は， 1996年度には約16.4

億円と約1.7倍に伸びている。もっとも，このよ

うな税収の増加によって宮田町の歳入が増加す

るわけではなく，増収の結果，地方交付税が減

額されるので歳入自体は大きく変化しない。し

かし，町民税，固定資産税といった宮田町の自

主財源が増加することになる。

次に，宮田町の人口動向についての影響であ

地方中枢・中核都市圏を利用した工場進出

れることになる。しかし， トヨタ自動車九州側

の場合，工場を建設した宮田団地有木地区は農

村地域工業等導入法の適用を受けており，五つ

の税制上の優遇を受ける。五つの税制上の優遇

というのは，①法人税（所得税）の初年度の特

別償却（国税），②事業税の 3ヶ年の免除（地方

税），③不動産所得税の免除（地方税），④固定

資産税の 3ヶ年の免除（地方税），⑤特別土地保

有税の非課税（地方税）である。このうち宮田

町に直接関係するのは，固定資産税の 3ヶ年の

免除と，土地取得後10年間市町村に納める必要

がある特別土地保有税が非課税になることであ

る。さらに， トヨタ自動車九州側は，

動車側とは別会社のため，単独で黒字が生じる

まで利益に対して課税される法人県民税，法人

市町村民税の法人税割の部分は課税されな

い（4）。図 2-3は， 1990年度から1998年度までの

宮田町の歳入の変化を示している。トヨタ自動

車九州側の宮田工場が操業を開始したのが1992

年の12月であり，宮田町に納税される固定資産

税は1993年から1995年までの 3ヶ年免除されて

いるものの，この免除規定は製造部門に関わる

部分だけであり，オフィス部門などの土地，建

物等には固定資産税が課税され， 1993年度から

トヨタ自

宮田町の歳入の変化（1990年度～1998年度）図 2-3

（百万円）
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宮田町資料より筆者作成。（出所）



54 - 経済論究第 106 号

表 2-3 宮田町の人口動向（1986年度～1998年度）

年度 自然増減

出生 死亡 増減

1986年度 234 233 1 

1987年度 219 264 -45 

1988年度 206 269 -63 

1989年度 170 257 -87 

1990年度 178 258 -80 

1991年度 174 238 -64 

1992年度 199 278 -79 

1993年度 185 213 -28 

1994年度 176 263 -87 

1995年度 166 248 -82 

1996年度 184 285 -101 

1997年度 145 266 -121 

1998年度 172 247 -75 

（出所） 宮田町資料より筆者作成。

る。表2-3は，桐野B工業団地にある福岡東

芝エレクトロニクス鮒が操業を開始した以降の

宮田町の人口動向の変化を示している。トヨタ

自動車九州（槻が操業を開始した1992年度には，

転入人口が1,095人と増加し， 198人の社会増が

みられた。これはトヨタ自動車九州側の影響で

ある。トヨタ自動車九州側は， 1992年12月に操

業を開始するために夏頃から試運転を行ってお

り，この時の従業員1,200名程のうち， 700名程

がトヨタ自動車側から転籍しており，この影響

がある。しかし，翌年の1993年度にも31人の社

会増がみられるものの，それ以降人口の増加は

見込めず，徐々に人口減少している。

同じ様に1975年に自動車工場が進出した福岡

県京都郡苅田町の場合， 1975年の町の人口（総

務庁『国勢調査』）は 2万7千人であり， 20年後

の1995年には 3万5千人と増加しており，宮田

町とは対照的である。このような人口動向の違

いは，次節でみるトヨタ自動車九州（槻の従業員

の特有の居住地指向によるo

第2節 トヨタ自動車九州側が進出した三つの

理由

このように，宮田町へのトヨタ自動車九州側

社会増減 人口

転入 転出 増減

1,017 1,020 -3 23,197 

945 1,032 -87 23,065 

993 1,136 -143 22,859 

870 902 -32 22,740 

871 929 -58 22,607 

846 861 -15 22,529 

1,095 897 198 22,652 

993 962 31 22,653 

868 928 -60 22,338 

844 842 2 22,249 

765 944 -179 21,980 

790 884 -94 21,780 

821 904 -83 21,626 

の進出は，特に税収入の面において大きな影響

を与えていたo それでは， トヨタ自動車九州側

はなぜ九州地域において進出先を宮田町に選択

したのだろうか。これから， トヨタ自動車九州

側の立地選択についてみる。

トヨタ自動車九州側が宮田町に進出した直接

の理由は，①広大な土地，②以前の進出計画の

二つである。一つめの理由である用地面積につ

いてであるが，宮田団地有木地区は，全体で

1,223, 244m2 (370,032坪）ある。 1980年代末か

ら1990年代初めにかけてのバブル経済の時期

に，愛知県にあるトヨタ自動車紛の工場では慢

性的な労働者不足が生じた。労働力確保のため

の工場立地が検討される中で，工場従業員のう

ち九州地域出身が多かったこともあり，九州地

域への工場建設が検討された。当時九州地域に

おいて， トヨタ自動車紛が必要と考えた面積を

有する工業団地は，宮田団地の有木地区か北九

州市の響灘地区だけだ、った。実際に1999年時点

でトヨタ自動車九州（槻宮田工場の敷地面積は，

1,064,101m2あり，宮田団地有木地区の大部分を

占めている。

この二つの候補地の中で，宮田団地有木地区

には1970年代初めに， トヨタ自動車側は宮田町
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に進出する計画があった。もっとも，計画自体

は1973年の第1次オイルショック以後の不況の

影響を受け白紙に戻されていた口これが二つめ

の理由であり，これら二つが， トヨタ自動車九

州側の宮田町進出の直接的な理由である。

しかし，これ以外にトヨタ自動車九州側が宮

田町に進出した理由が三つ考えられる。それは，

①工業集積地帯としての北九州都市圏（5）の存

在，②居住地域としての福北都市圏の存在，③

福北都市圏を利用した労働力の確保の三つであ

る。次章では，これらの理由について検討して

第 3章福北都市圏が工場進出に

及ぼした影響

第 1節工業集積地帯としての北九州都市圏

北九州都市圏は，北九州市にある新日本製鉄，

住友金属工業などを中心とした工業地帯にあ

る。北九州都市圏は，九州地域においては，一

大工業集積地であり，自動車関連工場も多くあ

る。九州経済調査協会の調べによれば，北九州

都市圏には自動車関連工場が約100事業所あり，

九州全域の約15%にあたる。その中で，北九州

市には57事業所，日産自動車（槻九州工場がある

苅田町には33事業所ある（図 3-1）。北九州市

にある事業所は，主に工場の設備，メンテナン

スを行う事業所が多い。たとえば，地場の三島

光産は，新日織のメンテナンスを行っていたが，

トヨタ自動車九州側のメンテナンスを行う中で

親会社のトヨタ自動車側に実績を認められ，ア

メリカに進出している。くわえて，隣接する苅

田町は，日産自動車（槻九州工場があるため日産

系列の部品工場が多く立地している。九州のよ

うな既存の自動車メーカーが少ない地域におい

図3-1 九州・山口における自動車関連事業所の分布

（出所） 城戸宏史・山田哲生・藤川昇悟「バブル崩壊後の九州・山口の自動車産業J九州経済調査協会『九州経済調査月

報』， 1998年12月号， p.9。
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て，先発の工場の関連部品工場の集積は重要で

ある。つまり，九州では系列のみの取引では取

引量が少ないため，一定の取引量を確保する必

要から 2次下請工場を中心に系列外の取引が多

くみられる。トヨタ自動車九州側の場合， トヨ

タ系 1次協力企業が先発の日産，本田，マツダ

系列の部品メーカーと取引している。バブル崩

壊後は，特に部品輸送のための費用を軽減する

ため，九州での部品調達が増加している（城戸・

山田・藤川， 1998.）。

トヨタ自動車九州側の場合，北九州市にある

新日銭などの設備，メンテナンスを行っていた

工場が， トヨタ自動車九州側の設備，メンテナ

ンスを行ったり，苅田町を中心とする部品メー

カーを活用することで部品の原価低減を計って

いる。つまり，多数の部品を必要とする自動車

の組立工場の立地を考える際，既存の工業集積

地である北九州都市圏との近接性は必要なもの

となる。

第2節居住地域としての福北都市圏

第2の理由としては，九州の地方中枢・中核

都市圏である福北都市圏を従業員の居住地とし

て利用しようとした点がある。富田町への通勤

者の地域的範囲は， トヨタ自動車九州側が進出

する前と後では異なる傾向を示している。宮田

町は，宗像市，直方市，飯塚市，鞍手町，小竹

町，若宮町に町境を接している。図 3-2は，

宮田町の通勤者の地域別流出入の変化を示して

いる。トヨタ自動車九州側が宮田町に進出する

前の1990年では，宮田町で就業している就業者

よりも宮田町に常住する就業者の方が多く，多

くは隣接する直方市，飯塚市や北九州市，福岡

市へ通勤している。これが， トヨタ自動車九州

側が宮田町に進出した後の1995年になると，二

つの変化がある。一つは，宮田町で就業してい

る人口の方が，宮田町に常住する就業者人口よ

りも多くなっていることである。宮田町で就業

している人口は，1990年には8,003人だったもの

の， 1995年には10,550人と約3割増加している。

もう一つは，宮田町に通勤する人が常住する地

域が変化したことである。 1990年時点、では，宗

像市からは94人しか宮田町に通勤していなかっ

たものの， 1995年には562人と， 1990年の約6倍

(a)1990年

図3-2 通勤者の地域別流出の変化（1990年・ 1995年）

(b)1995年

（凡例）

4トー富田町への通勤者

吋棒号制沌富田町からの通勤者

数字は、それぞれの通勤者数（単位；人）を示す．
Aは富国町で従業する就業者数、 Blま宮田町に常住する就業者数。

（出所） 総務庁『国勢調査J，各年版より筆者作成。
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増加している。また，北九州市からの通勤者も

この 5年間で約3倍に増えている。

このような宮田町への通勤者の変化は， トヨ

タ自動車九州側の従業員の居住地が影響を及ぼ

している。図 3-3は， トヨタ自動車九州側の

従業員の居住地の割合（1999年）を示している。

工場がある宮田町には，約180人と従業員の 9%

しか住んでいない。従業員が一番多く居住して

いる地域は，北九州地区（6）であり，約800人が住

んでいる。そこには，独身寮が二つ，単身寮が

一つある。寮の定員は約500名であるが，実際に

利用されているのは，寮による違いがあるもの

の，北九州地区全体としては約半分の利用率で

ある。次に従業員が多く住んでいるのは，福岡

都市圏の一つである宗像地区である。宗像地

区（勺こは500人弱の従業員が住んでいる。ここに

は家族向けの社宅がーっと独身寮が一つあり，

この家族向けの社宅の利用率は他の寮に比べ高

く，約8割が利用されている。工場がある宮田

町にも100人弱の独身寮があり，自動車通勤がで

図3-3 トヨタ自動車九州側従業員の

居住地（1999年）

（従業員数2,020人）

宮田町

9% 直方市

北九州地区

41% 

4% 
嘉飯山地区

6% 

（注） 北九州地区…北九州市，中間市，行橋市，豊前市，

遠賀郡，京都郡，築上郡。

宗像地区…宗像市，宗像郡。

嘉飯山地区…飯塚市，山田市，嘉穂町。

（出所） トヨタ自動車九州側資料より筆者作成。

きない者を中心に約7割が利用されているが，

従業員全体としては 9%にしかすぎない。

このような従業員の居住地の地域的分布は，

寮の収容人数，利用率を考えると，社宅や寮の

存在だけでなく，従業員が居住地として宮田町

以外の周辺の都市圏を選択している結果である

といえる。その理由としては，①匿名性の確保，

②単身者用の個人サービスの充実，③子弟の教

育機会の多様性の三つが考えられる。一つめの

匿名性の確保というのは，工場以外の場所で工

場の人に会わなくても日常生活が営めることで

あり，匿名性を確保するためには一定の人口規

模を有する都市に住む必要がある。愛知県の工

場の場合，この匿名性が確保しにくかったので，

トヨタ自動車九州側の場合，宮田町以外にも寮

をっくり，従業員の居住地を分散するようにし

た。二つめの理由である単身者用の個人サービ

スの充実であるが，人口 2万人弱の宮田町では

独身者，単身者に対する個人サービス，例えば

飲食店， 24時間営業の店などが不十分である。

独身者，単身者が生活しやすい北九州都市圏の

方が居住地として選択される。三つめの子弟の

教育機会の多様性については，福岡都市圏の一

つである宗像地区に居住する従業員が多いこと

から指摘できる。宮田町にも，小学校5校，中

学校5校あり，高校も 2校あるが， 2校とも公

立の職業高校であり，私立の学校がなく，進学

機会に多様性があるいはいえない。そこで，私

立の中学，高校などもある福岡都市圏，北九州

都市圏に居住した方が子弟の教育機会に多様性

が生じる。

第3節福北都市圏を利用した労働力の確保

第3の理由は，第2の理由の延長上に考えら

れることだか，それは福北都市圏を利用するこ

とで労働力を獲得しようとした点である。トヨ
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タ自動車は，グループ全体で「人員オペレーショ

ン」を行っている。トヨタ自動車九州側も「人

員オペレーション」の対象となる。この「人員

オペレーションJとは，人手が過剰となってい

る工場から人手の不足している工場へ出向させ

ることで，クやループ全体で人員を活用すること

である。グループ全体の工場を見回した時，前

章でみたように，組立工場は組み立てる車種の

販売状況によって工場の稼働率が異なる。例え

ば， A工場が人気車種を組み立てている場合，

工場はフル稼働状態になり，人手不足となる。

他方でB工場では，組み立てている車種が人気

がなく販売が低調になるため工場の稼働率が低

くなり，人員が過剰になる。この場合， A工場

では臨時工を雇うこともできるが， B工場の過

剰になっている人員を出向させてもらえば，グ

ループ全体としては，過剰人員が減りより合理

的な選択となる。この「人員オペレーションJ

は，出向契約を結び，多くは 3ヶ月間の派遣と

なる。出向契約は賃金レートを変えずに行われ

る。したがって，設立間もないトヨタ自動車九

州側は賃金が安い若年者が多いため， トヨタ自

動車九州側からの出向は安価な労働力の提供を

意味する。トヨタ自動車九州側からは，これま

で最大500名程度派遣されている。この出向は，

工場の稼働率が低い時期だけでなく，高い時期

にも行われている。例えば， 1997年の 1月は，

宮田工場もフル稼働だ、ったものの，愛知県のト

ヨタ自動車側の元町工場，田原工場に50名づっ

派遣されている。この時期は，消費税率アップ

前の駆け込み需要があり，グループ全体で人員

不足状態にあった。宮田工場も1996年 9月に

「マーク II」のフルモデルチェンジを行って以

降フル稼働が続いていた。しかし， 1997年 1月

は，前月の1996年12月よりも 1日100台程少なく

生産していたため，高稼働率の中での派遣が実

現した。このような「人員オペレーション」に

ついて従来からいわれるのは，大都市圏の工場

では獲得しにくい若年労働者が，九州にある工

場では獲得しやすいため，九州にある工場が労

働力の調達拠点、として機能しているという指摘

である（ヘ

しかし，前章でみたように人口が定着してい

ない宮田町でどのように労働力を確保するか。

それは，宮田町ではなく，宮田町が近接してい

る二つの都市圏，つまり福北都市圏を利用する

のである。宮田町の場合，高等教育機関が豊富

に存在する福岡都市圏に近接していることで，

大卒のエンジニア，管理部門の人材を確保でき

る。また，もともと工業集積地帯である北九州

都市圏との近接は，組立工，エンジニアなどの

人材を確保しやすい。さらに，福北都市圏への

近接は若年労働者を確保しやすいことになる。

つまり，地元指向が強まる中での若年労働者の

地域的移動は，三大都市圏の移動よりも地方中

枢・中核都市圏を中心とした移動を指向してお

り，その点で福北都市圏へ近接している宮田町

では，三大都市圏に比べ若年労働者が確保しや

すい地理的条件になる。実際に， トヨタ自動車

九州側の従業員の定着率は，愛知県にあるトヨ

タ自動車紛の工場よりも高くなっている。

このように，宮田町は，工業集積地帯である

北九州都市圏の存在，従業員の居住地としての

福岡都市圏，さらに二つの都市圏の中間にある

ため労働力を確保しやすい立地にあり，かつ町

内が産炭地域振興臨時措置法，農村地域工業等

導入法の地域指定にあり，税制上の優遇と工業

用水，道路整備，工業団地といったインフラ整

備が整っていたためにトヨタ自動車九州（械が進

出したのである。



地方中枢・中核都市圏を利用した工場進出 一 59-

おわりに

トヨタ自動車九州（捕の宮田町への進出は，地

方圏における地方中枢・中核都市圏を利用する

形で行われている。これは，進出する工場が単

に低賃金労働力を求めているだけではなく，部

品工場などの集積を必要とし，かつ従業員の居

住地，労働力確保のために，地方中枢ー中核都

市圏への近接性を重視するためである。特に，

地方圏の魅力ある居住地が近郊に存在すること

は，従業員の定着に役立ち，かつ大都市圏に比

べれば寮，社宅用の用地も安く手に入れること

ができ，福利厚生費用の削減にも結びくことに

なる。

トヨタ自動車九州側の宮田工場は，「分工場」

の一つではあるが，新たな試みも始まっている。

トヨタ自動車九州側の場合，パンパーオプショ

ン部品，アクセサリ一部品などを地場や広島県

などの工場と直接取引し始め，部品の金型設計

から参加している（城戸・山田・藤川， 1998,

p.10.）。他にも，中古車を買い取り，整備，走行

テストを行った上で，販売するという

「UPTAM（アプタム）」計画もあり，単に本社

や開発工場の指示した車種を組み立てるだげで

はなくなってきている。さらに，今後，海外の

工場の立ち上げに際し，技術指導を行うマザー

工場としての役割も考えられる。

このように，地方中枢・中核都市圏は，ヒト，

モノ，カネ，情報の流れの結節点であるばかり

でなく，モノづくりの拠点、をも包括することに

なる。

｝王

( 1) 本稿でいう地方中枢・中核都市とは，地方圏の行

政，経済の結節点となる都市のことであり，具体的

には，県庁所在都市や政令指定都市を指す。また，

地方中枢都市は，地方中核都市の上位の都市であ

り，北海道の札幌市，宮城県の仙台市，広島県の広

島市，福岡県の福岡市を指す。

( 2) 「部分工程型」工場とは，一部の工程のみを受げも

つ分工場のことで， R&D機能などは他の工場で行

なわれている。友津（1999),Massey (1995）参照

のこと。

( 3) ここでは，九州経済調査協会が用いている分類に

従い，工場の業種を五つに分けている。①地方資源

型工場…食料品，繊維，木材ヲパルプ紙，窯業土石。

②雑貨型工場…衣服，家具，プラスチック，ゴム，

出版印刷，皮革，その他の製造業。③基礎素材型工

場…化学，石油石炭，鉄鋼，非鉄金属。④加工組立

型工場…金属製品，一般機械，電気機械，輸送用機

械，精密機械，武器。⑤電気，ガス，熱供給。

( 4) 法人県民税，法人市町村民税には，それぞれ均等

割の部分と法人税割の部分があり，均等割の部分は

企業の収益に関係なく課税され，法人税割の部分が

企業の収益に対して課税される。

( 5) ここでいう都市圏は，福岡市，北九州市に対する

通勤依存率が20%を超える市町村を加えたものい

う。福岡都市圏は，福岡市の他，小郡市，筑紫野市，

春日市，大野城市，宗像市，太宰府市，前原市，那

珂川町，宇美町，篠栗町，志免町，須恵町，新宮町，

古賀町，久山町，粕屋町，福間町，津屋崎町，二丈

町，志摩町を含む。北九州都市圏は，北九州市の他，

中間市，芦屋町，水巻町，岡垣町，遠賀町，苅田町

を含む。

( 6) ここでいう北九州地区とは，北九州市，中間市，

行橋市，豊前市，遠賀郡，京都郡，築上郡を指す。

資料の制約上，先にあげた北九州都市圏とは一致し

ない。

( 7) ここでいう宗像地区とは，宗像市，宗像郡を指す。

( 8) 小川佳子（1995）や九州地域産業活性化センター

(1997）で指摘されている。
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